
 

船橋市地域包括支援センター運営協議会設置要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第

１１５条の４６第 1項に規定する地域包括支援センター（以下「センター」という。）

の適切な運営、公正・中立性の確保その他センターの円滑かつ適正な運営等を図るた

め、船橋市地域包括支援センター運営協議会（以下「運営協議会」という。）の設置

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （組織） 

第２条 運営協議会の委員は、１３名以内で組織する。 

２ 運営協議会の委員は、次に掲げる者の内から、市長が委嘱する。 

 ⑴ 学識経験者 

 ⑵ 船橋市医師会代表 

 ⑶ 船橋歯科医師会代表 

 ⑷ 船橋薬剤師会代表 

 ⑸ 千葉県看護協会代表 

 ⑹ 船橋市民生児童委員協議会代表 

 ⑺ 船橋市自治会連合協議会代表 

 ⑻ 船橋市老人福祉施設協議会代表 

 ⑼ 船橋市介護老人保健施設協会代表 

 ⑽ 千葉県在宅サービス事業者協会代表 

 ⑾ 船橋市介護支援専門員協議会代表 

 ⑿ 認知症の人と家族の会代表 

 ⒀ 市民代表 

３ 委員の任期は、３年とし、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、

再任を妨げない。 

 （会長及び副会長） 

第３条 運営協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 会長は、会務を総理し、運営協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

 （会議） 



 

第４条 運営協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となり議事を整理する。 

２ 運営協議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見又は説明を

聞くことができる。 

３ 会長は、必要と認めるときに、書面により議事の可否を委員へ求め、その結果を議

事の決定とすることができる。 

 （所掌事務） 

第５条 運営協議会は、次に掲げる事項を所掌する。 

 ⑴ センターの設置等に関する次に掲げる事項の承認に関すること。 

  イ センターの担当する法第７８条の２第６項第４号に規定する日常生活圏域の

設定 

  ロ センターの設置、変更及び廃止並びにセンターの業務の法人への委託又はセン

ターの業務を委託された法人の変更 

  ハ センターの業務を委託された法人による予防給付及び介護予防・日常生活支援

総合事業（以下「総合事業」という。）に係る事業の実施 

  ニ センターが予防給付及び総合事業に係るケアマネジメント業務を委託できる

居宅介護支援事業所 

  ホ その他運営協議会がセンターの公正・中立性を確保する観点から必要であると

判断した事項 

  ヘ センターの運営方針に係る事項 

 ⑵ センターの運営に関し、毎年度ごとに、次に掲げる書類の提出を受けること。 

  イ 当該年度の事業計画書及び収支予算書 

  ロ 前年度の事業報告書及び収支決算書 

  ハ その他運営協議会が必要と認める書類 

 ⑶ センターの運営に関し、定期的に又は必要な時期に、次に掲げる事業内容を評価

すること。 

  イ センターが作成するケアプランにおいて、正当な理由なく特定の事業者が提供

するサービスに偏りがないか 

  ロ センターにおけるケアプランの作成の過程において、特定の事業者が提供する

サービスの利用を不当に誘引していないか 

  ハ センターの業務を委託された法人による予防給付及び総合事業に係る事業が

委託された法人の業務に支障のない範囲で実施されているか 

  二 その他運営協議会が地域の実情に応じて必要と判断した事項 



 

 ⑷ センターの職員の確保に関すること。 

 ⑸ 居宅介護支援事業者による予防給付に係る事業の実施に関すること。 

 ⑹ その他地域包括ケアに関すること。 

 （災害補償） 

第６条 運営協議会の委員の業務に係わる事故については、議会の議員その他非常勤の

職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４２年船橋市条例第３３号）の規定を準用

する。 

 （事務局） 

第７条 運営協議会の事務局は、健康福祉局高齢者福祉部地域包括ケア推進課が行う。 

 （補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要なことは別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成１７年１０月１５日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。  

 （追加の委員の任期） 

 ２ 第２条第２項第４号に定める委員の任期は、他の委員の残任期間とする。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年９月６日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年２月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年５月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年１２月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年１０月１日から施行する。 

   附 則 



 

 この要綱は、平成２８年３月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年７月２０日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年１２月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

 （介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 

 ２ 全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部

を改正する法律（令和５年法律第３１号）附則第１５条の規定により、同法の施行の

日前に行われる同法第１３条の規定による改正後の介護保険法（平成９年法律第１２

３号）第１１５条の２２第１項の規定による介護保険法第５８条第１項の指定（同法

第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者の申請に係るものに限る。）の手

続その他の行為に関する事項ついては、改正後の第５条の規定の例により、この要綱

の施行の日前においても、行うことができる。 


